
■神戸ビジネスメールマガジン ― KCCI■ 

法人設立時の種類検討～設立費用編～ 

 

 個人事業主の方が新規で法人を設立するときには、一般的に株式会社か合同会社を選択

されますが、最近では、公益性・非営利団体のようなイメージを持たせることを目的とし

て、一般社団法人を設立される方も増えています。 

 これらの法人は、設立するにあたり発生する費用（登録免許税、定款認証手数料、定款

収入印紙）がそれぞれ異なり、費用で法人を選択される方もいます。 

 今回は、一般的な株式会社・合同会社に一般社団法人を加えた３法人を設立する場合に

発生する費用（登録免許税、定款認証手数料、定款収入印紙）を比較します。（株式会

社・合同会社の資本金は５００万円で比較します） 

 

１．設立時に生じる費用 

  法人の設立時には、主に次のような費用が発生します。 

 （１）登録免許税・・・・・法務局への登記申請時にかかる税金 

 （２）定款認証手数料・・・定款を認証する際に公証人に支払う手数料 

 （３）定款収入印紙・・・・紙の定款に貼付しなければならない印紙 

 

 株式会社 合同会社 一般社団法人 

登録免許税 １５０，０００ ６０，０００ ６０，０００ 

定款認証手数料 ５０，０００ ０ ５０，０００ 

定款収入印紙 ４０，０００ ４０，０００ ０ 

計 ２４０，０００ １００，０００ １１０，０００ 

(単位：円) 

 

（１）登録免許税 

   株式会社・合同会社ともに資本金の１０００分の７を乗じた金額とされ、株式会社

は最低金額１５万円、合同会社は６万円とされています。今回は資本金５００万円の

法人を設立するケースで算定していますので、登録免許税はそれぞれ最低金額の１５

万円、６万円となります。 

 

（２）定款認証手数料 

   定款認証手数料とは、法人を設立する際に作成する一番最初の定款（原始定款と言

います）を、公証役場において認証してもらう手続で発生する手数料のことで、株式

会社と一般社団法人は認証後の定款がないと設立することができません。 
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令和４年１月１日から公証人手数料令第３５条が改正され、株式会社は設立時の資

本金の額によって、 

   （イ）資本金１００万円未満          ３万円 

   （ロ）資本金１００万円～３００万円未満    ４万円 

   （ハ）資本金３００万円以上          ５万円 

  と区分されるようになりました。（今回は資本金５００万円ですので、定款認証手数

料は５万円となります。） 

   一般社団法人は従来どおり５万円かかり、合同会社はそもそも定款の認証自体が不

要ですので、定款認証手数料はかかりません。 

 

（３）定款収入印紙 

   定款収入印紙は、最初に作成する原始定款の原本に貼付しなければならない収入印

紙代です。一般社団法人には貼付義務はありませんが、株式会社と合同会社は収入印

紙を貼付しなければいけません。ただし、定款を電子で作成し署名できる場合には、

収入印紙が不要となり、費用を抑えることができます。電子署名は今後活用の場が広

がることが予想されますので、法人設立を機に積極的に利用したいところです。 

 

２．そのほか生じる費用 

  設立時に発生する主な費用は上で説明したとおりですが、そのほか定款謄本の交付手

数料、登記が完了した後の証明書発行手数料など諸経費が発生します。また、司法書士

に依頼する際は専門家報酬もかかります。 

 

３．最後に 

  今回は設立時の費用面を比較しましたが、実際には設立後の定期的な登記、各法人特

有のメリットデメリット等、比較すべき点は多岐に渡ります。神戸商工会議所に所属す

る士業有志で構成される団体「こうべ企業の窓口」であれば、各専門家への相談から全

てをワンストップサービスで提供することができます。 

 お困りのことがあれば、ぜひ「こうべ企業の窓口」にご相談ください。 

 

～こうべ企業の窓口所属～ 

司法書士かみしおいり法務事務所  

代表 上塩入 徹 

TEL 078-262-1760 

HP   https://kamishioiri-souzoku.com 

こうべ企業の窓口 HP 

http://www.kk-madoguchi.jp/ 

企業のための定期健診ツール「企業ドック」 

 https://kk-dock.jp           

http://www.kk-madoguchi.jp/
https://kk-dock.jp/

